
氏  名 小久保 康之（こくぼ やすゆき） 

 

現  職 東洋英和女学院大学国際社会学部 学部長 

主な経歴 

慶應義塾大学大学院法学研究科博士課程 

静岡県立大学国際関係学部教授、ブリュッセル自由大学客員

研究員などを経て、現職 

専攻分野・

研究テーマ 
国際政治学、特にＥＵ統合・ヨーロッパ国際政治論 

主要業績 

（これまで発

表した著

書、論文、

行政委員の

経験等） 

【著書】 

「ＥＵ統合を読む」（編著）、春風社（2016） 

「国際関係論［第2版］」（共著）、弘文堂（2016） 

「現代の国際政治［第3版］」（共著）、ミネルヴァ書房（2014） 

「ＥＵ（欧州連合）を知るための63章」（共著）、明石書店（2013） 

「ＥＵ・西欧」（編著）、ミネルヴァ書房（2012） 

「ＥＵの国際政治」（編著）、慶應義塾大学出版会（2007） 

「ＥＵスタディーズ３」（共著）、勁草書房（2007）、など 

神奈川県と

の関わり 

公益財団法人かながわ国際交流財団主催『インカレ国際セミナー』の組織委員 

（2005～2013、2016～2017） 

メッセージ 

【現在関心を持っている領域】 

主権国家間の超国家的な協調枠組みとして機能してきたＥＵ（欧州連合）が

今後どのように発展していくのか、ヨーロッパ地域に平和と安定、経済的繁栄

を維持し、国際社会にどのような影響力を与えるのか、といった点について研

究をしている。反ＥＵ統合勢力が急増し、排斥主義の流れが強まっているヨー

ロッパがこの動乱の時期をどのように乗り切るか注目している。 

【神奈川県との連携に期待すること】 

諸外国との関わりが多い神奈川県が、これからも海外で活躍する若者の育成

や留学生の受け入れなどを、地方自治体として様々な形で応援し、国際交流の

中核となっていくことを期待している。そのための支援を国際関係の専門家と

して連携して行っていきたいと考えている。 

連 絡 先 

〒226-0015 神奈川県横浜市緑区三保町32 

東洋英和女学院大学 国際社会学部 

電話：045-922-5511（代表） 

E-mail: kokubo@toyoeiwa.ac.jp 
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氏  名 石渡 和実（いしわた かずみ） 

 

現  職 東洋英和女学院大学人間科学部保育子ども学科 教授 

主な経歴 

埼玉県障害者リハビリテーションセンター、横浜市総合リハビ
リテーションセンターで、障害者の就労相談などを10年担当。 
その後、関東学院大学文学部助教授を経て、1997年より現職。 

専攻分野・
研究テーマ 

社会福祉学・障害者の地域生活支援について、社会福祉や人権
の立場から、現場の実践と関わりながら研究を続けている。 

主要業績 

（これまで発

表した著

書、論文、

行政委員の

経験等） 

【著書】 
「子どものリハビリテーション」（分担執筆）、医学書院（2017） 
「系統看護学講座専門基礎⑬社会保障・社会福祉」（分担執筆）、医学書院
（2017） 

「障害者差別解消法の施行が開く『共生社会』～横浜市障害者差別解消検討部会
をへて～」『賃金と社会保障』第1651号（単著）、旬報社（2016） 

「成年後見制度と『意思決定支援』―障害者権利条約の批准を踏まえて―」『成
年後見法研究』第12号（単著）、日本成年後見法学会（2015） 

「Ｑ＆Ａ障害者問題の基礎知識」（単著）、明石書店（1997） 
【委員・役員】 

独立行政法人国立のぞみの園研究会議評価委員（平成23年～現在まで） 
厚生労働省独立行政法人評価委員会医療・福祉部会評価委員（平成24年～現在ま
で） 

神奈川県と

の関わり 

神奈川県障害者施策検討委員会の元会長、神奈川県手話言語普及推進協議会会長、 

2016年7月に起こった津久井やまゆり園事件の神奈川県検証委員長など。 

メッセージ 

【関心領域】 
障害者権利条約が批准された今、条約の理念であるインクルージョン社会、神

奈川県がめざす共生社会実現のために、当事者を中心に、行政や支援者が協力
し、市民を巻き込んでの活動をいかに展開していくか。 

【神奈川県との連携の期待】 
20年以上前から神奈川県行政とは、障害がある方々の地域生活を展開するため

の支援を、「当事者主体」という視点に立って、権利擁護活動などを中心に連携
してきた。2016年7月26日、これまでの蓄積を覆すような津久井やまゆり園事件
が起こった。検証委員長としては十分に役割が果たせなかったとの思いから、県
内の障害当事者、家族、支援者、行政職員など、様々な立場の方々と検討を続け
ている。こうした活動とも関連させ、神奈川県行政との連携を強化し、障害者権
利条約の理念を実現できる地域生活支援のシステムを築き上げるための検討を続
けたい。 

連 絡 先 

〒226-0015 神奈川県横浜市緑区三保町32 東洋英和女学院大学7号館2階 

東洋英和女学院大学 人間科学部 石渡研究室 

電話  045-922-7748  E-mail: ishiwata@toyoeiwa.ac.jp 

神奈川の知的資源
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